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令和８年度 事業計画 

             一般社団法人南房総市シルバー人材センター 

 

１ 基本方針 

  人口減少、少子高齢化の進展を背景として、将来にわたり労働力人口の減

少が見込まれる中、高年齢者のなお一層の活躍が期待されています。 

シルバー人材センター（以下「センター」という。）は、就業の機会の提供

等の取組みを通じて、地域の特色や実情を踏まえて積極的な取り組みを強化

していく必要があります。 

一方、国では働き方改革に沿った、フリーランス法施行が令和 6 年 11 月

1日に施行されました。また、この制度にかかわる新契約方式について厚生

労働省からのシルバー事業の方針が示されました。従来センターが受注して

業務委託契約している契約方法が、フリーランス法施行後は、発注者・会員

とセンターとの３者での業務契約となり、フリーランスに位置づけられる会

員が法による保護を受け、安心・安全に就業ができる環境を整備する必要が

あります。 

フリーランス新法並びに新契約方式への対応については、会員への事前条

件明示であり、センターでは業務運用プロセスの変更が必要となります。 

又、新契約方式の移行時期は、令和８年４月１日からとし家庭・企業等・

公共事業について新たな契約方式に移行し請負業務を実施していく。 

尚、対応は、システム関係者・県シ連・南房総地域グループ協議会・近隣

市との連携を図りながら実施する。 

令和８年度に於いてシルバー事業に対する地域の期待に応えていくため、地

域活力の推進に努め、高年齢者活用・現役世代サポート事業の拡大や介護予

防・日常生活支援総合事業に取り組み、センターの基盤拡大に努めます。 

センターの就業をめぐっては、法令遵守が求められていることを踏まえ「安

全で適切な就業」と「誠実で丁寧な仕事」を心がけ、経営改善計画に沿った

事業を推進して行く為、次のとおり基本方針を設定します。 

（１）会員拡大に係る啓発活動の強化を図ります。 

（２）安全就業意識の徹底を図り、事故防止に努めます。 

（３）就業機会の開拓と拡充を図ります。 

（４）適正就業の推進を図ります。 

（５）就業率の向上を図ります。 

（６）会員組織の強化と充実を図ります。 

（７）経営改善計画の推進を図ります。 
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２．事業計画 

 （１）会員拡大に係る啓発活動の強化 

   市民に対して、センターの情報を発信し、センター事業の理解と協力を

求め、事業の拡充を図ります。 

① 市広報、センターホームページ及び啓発チラシ等によるＰＲ活動の推

進（１０月の「普及啓発促進月間」を中心に） 

② 地元日刊紙を活用し、近隣センターとの共同による広告活動の推進 

③ 県シ連事業において実施される高齢者活躍人材確保育成事業で作成

された「豆パン」のパンフレットを使用し会員からの口コミによる会

員拡大を推進する。 

 

（２）安全就業意識の徹底 

   安全な就業は、就業の基本であり、会員の安全就業意識の徹底による

就業中のけがや就業途上における交通事故防止を図ります。 

① 安全・適正就業推進委員会の開催（年２回） 

② 安全パトロールの実施（毎月２回） 

③ 技術群の就業に際し、剪定講習会等の開催・草刈機取扱講習会の開催 

 

 （３）就業機会の開拓と拡充 

   地域社会のニーズに見合う就業機会の拡大と提供に努めます。 

① 新規就業機会の開拓（公共事業との連携・近隣シルバー人材センターと

の情報共有） 

② 新規会員の増強（ハローワークでの相談会実施・各家庭への会員募集チ

ラシ配布等） 

③ 派遣事業の拡大（近隣センターとの情報共有・事業所へのチラシ配布） 

④ 目標の実現に努めます。 

○年間受注件数    2,000件 （令和 7年度実績見込     1,900件） 

  ○年間契約金額  

請負      43,000千円 （令和 7年度実績見込   42,000 千円） 

派遣     5,500千円 （令和 7年度実績見込   5,000 千円） 

  ○年間就業延日人員 7,000人 （令和 7年度実績見込     6,900人） 

  ○年度末会員数    190人 （令和 7年度実績見込       185人） 

 

 （４）適正就業の推進 

   法令遵守の就業に努めます。 

① 安全・適正就業推進委員会の開催 
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② ローテーション就業等適正就業の確保 

③ 派遣事業の拡大 

 

 （５）就業率の向上 

   地域社会のニーズに見合う就業機会の拡大と提供に努めるとともに、未 

就業会員の解消に努めます。 

① 技能の向上を図り、誠意ある就業により地域での信頼を高め、就業率 

の向上を目指します。 

② 年間実就業率の目標を７０％に設定し、目標の実現に努めます。 

 

 （６）会員組織の強化と充実 

   会員の親睦に努め会員相互の協力体制を築き、会員組織の強化と会員の

増強により、効率的な事業を推進します。 

① 会員の親睦への支援 

② 自主・自立・共働・共助の精神のもと、地域及び市民から信頼される

センター運営に努めます。 

 

（７）経営改善計画の推進 

   ①経営改善項目の進捗管理を行う。 

    


